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要  旨 

 

本稿では、経済産業研究所が実施した WEB アンケート調査の個票データを用いて、正社

員に分析対象を限定した上で、ワーク・エンゲイジメントの先行要因を分析した。 

 はじめに、ワーク・エンゲイジメントが、賃金や仕事満足度に正に、離職意向に負、組織

市民行動と正に相関することから、ワーク・エンゲイジメントの向上は、正社員と企業の双

方にとって望ましいことを確認した。 

 次に、ワーク・エンゲイジメントの先行要因を実証的に分析した。外向性、勤勉性、開放

性が高い人、自尊感情や統制の所在、正の互恵性をもつ人、残業があり、業務範囲が広い仕

事、スキルを高められる、人と関わる仕事、自律的に働き、助言や相談を得られる人ほど、

ワーク・エンゲイジメントが高かった。また、職務特性（技能多様性、タスク重要性など）

とワーク・エンゲイジメントとの正の相関が示された。 

これらの結果は、正社員の自律的で多様な働き方を実現するためには、ワーク・エンゲイ

ジメントの向上につながるような仕事機会の提供、職場の雰囲気の醸成、個人や仕事の資源

を考慮した人事施策が求められていることを示唆している。 
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1．はじめに 
 中長期的な人手不足に直面している日本では、過重労働による働きがいの喪失やメンタ

ルヘルスの悪化が懸念されてきた。そうした中、2015 年 12 月にストレスチェック制度が

導入されて、労働者自身のストレスへの気づきを職場環境の改善につなげる取り組みが推

進された。また、2018 年には労働時間の規制が強化されて、正社員の恒常的な残業を減ら

す試みがなされている。今日では、さらに進んで、仕事と生活の両立ストレスの軽減と生産

性向上の観点から、働く時間や場所を柔軟にする多様な働き方が推進されている。 
 こうした労働環境の変化は、労働者の心理状態への関心を高めるとともに、労働者の自律

的な働き方を促すこととなった。企業主導ではなく労働者起点でキャリアをつくり、労働者

自身の厚生を高めていく働き方である。その原動力となるのは、仕事におけるウェルビーイ

ングや前向きな姿勢であり、なかでもワーク・エンゲイジメントが注目されている（塚田

2017、厚生労働省 2019、日経 Smart Work 研究会 2019、山本・黒田 2019）。 
ワーク・エンゲイジメントとは、活力、熱意、没頭によって特徴づけられる、仕事に関連

するポジティブで充実した心理状態をいう（島津 2012）。ワーク・エンゲイジメントの増進

によって、ストレスのかかった状態を軽減し、高い生産性を発揮することが期待されている。

しかしながら、後述するように、どうすればワーク・エンゲイジメントを高められるか、多

様な働き方がワーク・エンゲイジメントに与える影響はどのようか、といった問いに対して、

十分な研究蓄積がない現状にある。例外的な調査研究として厚生労働省（2019）があり、限

定正社員や非正社員のワーク・エンゲイジメントについて企業の人材マネジメントから説

明しているが、既存研究からは、仕事における心理状態であるワーク・エンゲイジメントと

パーソナリティ特性との相関を考慮する必要性が指摘されている 2。そこで本稿では、日本

の正社員のワーク・エンゲイジメントがもたらす効果を確認した上で、ワーク・エンゲイジ

メントの先行要因に関する分析を行う。具体的には、仕事におけるワーク・エンゲイジメン

トとパーソナリティ特性との相関を考慮しながら、多様な働き方や職場の雰囲気などがワ

ーク・エンゲイジメントの与える影響を分析して、ワーク・エンゲイジメントの増進に向け

た方策を議論する。 
本稿の構成は以下の通りである。第 2 章で、ワーク・エンゲイジメントについて説明し、

第 3 章で本稿の特徴を整理する。第 4 章で、本稿で利用するデータを概観して、第 5 章で

は、ワーク・エンゲイジメントとパフォーマンスとの関係を実証的に把握する。第 6 章で

は、ワーク・エンゲイジメントの先行要因を探索し、第 7 章で人事・雇用管理施策へのイン

プリケーションを議論する。最後に、本稿から得られた知見を整理して、今後の課題を提示

する。 
 
2. 先行研究 
2.1 ワーク・エンゲイジメントとはなにか 

 
2 両者の相関をみた既存研究として Inceoglu and Warr（2011）, Ongore（2014）がある。 
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 ワーク・エンゲイジメントは、活力、熱意、没頭によって特徴づけられる仕事に関連する

ポジティブで充実した心理状態である。活力（Vigor）は、仕事中の高い水準のエネルギー

や心理的な回復力、仕事に費やす努力をいとわない気持ち、困難な状況に直面した時の粘り

強さなどがある状態、熱意（Dedication）は仕事に強く関与し、仕事に意味を見出し、熱中

し、誇りを持ち、挑戦しようという意欲を感じている状態、没頭（Absorption）は仕事にの

めり込んでいる時の幸福感、時間が早く経つ感覚、仕事から頭を切り離すのが難しい感覚な

どがある状態をいう（Schaufeli and Bakker 2004, 島津 2014）。 
ワーク・エンゲイジメントといわゆる（従業員）エンゲイジメントとの違いについて、向

江（2018）は、ワーク・エンゲイジメントは、組織に関連するのではなく、仕事上の役割や

仕事自体に関連した情動、認知、行動についての概念であり、従業員エンゲイジメントを構

成する組織コミットメントや役割外行動は、ワーク・エンゲイジメントのアウトカムの一部

であると述べている。 
ワーク・エンゲイジメントに関する研究は、その規定要因の分析とその影響に関する分析

に大別される。前者は、先行要因と呼ばれ、後者は後続要因と呼ばれる。 
 
2.2 先行要因 
 ワーク・エンゲイジメントに影響する先行要因として、仕事の資源と個人の資源がある。 
仕事の資源としては、仕事の要求度やその負担を軽減し、目標達成を支援する要因、例え

ば、作業レベルでは、仕事のコントロール、役割の明確さ、成長機会、部署レベルでは、上

司・同僚のサポート、上司の公正な態度、事業場レベルでは、経営層との信頼関係、キャリ

ア形成などが指摘されている（川上 2012、大塚 2017）。これらの資源を得ている人ほどワ

ーク・エンゲイジメントが高いことが明らかにされている（Schaufeli and Bakker 2004、
島津 2014）。 

また、個人の資源としては、自己効力感、組織内自尊心、楽観性、レジリエンス（粘り強

さ）などの本人の内的・心理的な要因が挙げられる（島津 2014）。設楽（2012）によると、

楽観性や誠実性はワーク・エンゲイジメントと正の相関をもつ。 
 これら二つの資源が相互に関連して、ワーク・エンゲイジメントが増進されることが分か

っている（Bakker, et al. 2014）。 
 
2.3 後続要因 
 既存研究では、ワーク・エンゲイジメントの向上は、仕事上のパフォーマンスを高める効

果がある（設楽 2012）。具体的には、離転職意思の抑制、役割外行動（Schaufeli et al. 2006,
島津 2010）、欠勤頻度の低下（Schaufeli et al. 2009）、売上高（Xanthopoulou et al. 2009）
などである。Halbesleben（2010）のメタ分析によると、ワーク・エンゲイジメントは、組

織コミットメント、パフォーマンス、健康と正の関係があり、離職意思と負の関連があるこ

とが示されている。 
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2.4 職業・雇用形態での差異 
 上述の先行研究によって明らかにされたワーク・エンゲイジメントの職業・雇用形態によ

る差異の分析は、特定の職種に対する関心から蓄積されてきた。向江（2018、Table.2）は、

日本におけるワーク・エンゲイジメント研究の 31 本の論文を整理している。そのうちの 22
本は、医療・福祉・看護・介護従事者が分析対象である。これらの職種は、バーンアウト（燃

えつき症候群）の関心から探究されている。一般労働者を対象とした研究として、窪田・島

津・川上（2014、n=2520）、Shimazu, Schaufeli, Kubota and Kawakami（2012, n=1967）
があり、日本の一般的な労働者を母集団として、9 項目版のワーク・エンゲイジメント尺度

を用いて、ワーカホリズム、リカバリーとワーク・エンゲイジメントの関係を共分散構造分

析している。また、厚生労働省（2019）は、雇用形態の違いに着目して、正社員よりも限定

正社員のワーク・エンゲイジメントが高く、不本意非正規労働者のワーク・エンゲイジメン

トはそれ以外と比べて低いことを示している。 
 
3. 本稿の特徴 
第 2 章にまとめた研究の多くは、ワーク・エンゲイジメントの概念の構造的な把握を目

的として、資質などの個人の資源に配慮し、上司のサポートといった仕事の資源の充実を図

ることが、ワーク・エンゲイジメントの向上をもたらし、それが組織のアウトカムの改善に

つながることを実証的に示している。 
しかし、現在の日本企業において、正社員の多様な働き方が進み、労働者に自律的な働き

方が求められる現状を考えた場合、先行研究では十分に議論されていない点もある。 
第一に、個人の資源の多様化についてである。Heckman らの非認知能力の研究にあるよ

うに（Heckman et al. 2006、Heckman and Kautz 2012, 2013）、パーソナリティ特性に加

えて、やり抜く力や利他心など、さまざまな個人の資質が経済的なアウトカムに影響するこ

とが知られている。例えば、統制の所在のように、自分の人生をコントロールする意思を持

つ人ほど、自律的な働き方に適応しやすく、ワーク・エンゲイジメントを高めることもでき

るだろう。個人の資質がワーク・エンゲイジメントに与える影響をより深く理解するために、

非認知能力などを含めたより多様な尺度を用いた分析が望ましい。 
第二に、変化しつつある職場環境がワーク・エンゲイジメントに与える影響である。日本

企業では、職場で長時間働くことで仕事の資源（上司・同僚のサポート）を得やすくしてき

た。これらはワーク・エンゲイジメントの増進に寄与してきたといえるが、その前提となっ

ていた働き方が多様化しており、これに応じた様々な雇用管理や人材育成が施されるよう

になってきた。厚生労働省（2019）は、企業と労働者のマッチデータを用いて、仕事の資源

に相当する企業の雇用管理・人材育成に関する認識や取り組み内容がワーク・エンゲイジメ

ントの向上につながる可能性を示唆している。これを踏まえて、本稿では、労働者の非認知

能力を考慮しながら、個人や仕事の資源が機能するための前提となっている職場の雰囲気

や人材育成のやり方などがインフォーマルな職場環境がワーク・エンゲイジメントに与え
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る影響についても分析している点に特徴がある。 
第三として、自律的な働き方を考える場合、個人や仕事の資源の利用可能性にかかわらず、

ワーク・エンゲイジメントの向上につながるような職務特性のあり方について議論する必

要もあるだろう。例えば、Hackman and Oldham（1980）の職務特性モデルによれば、タ

スクの重要性やフィードバックなどが職務に含まれることで、仕事に対する内発的なモチ

ベーションを高めるという。とくに、仕事の意義は、職務特性を媒介としてワーク・エンゲ

イジメントの増進につながるとされている（Albrecht et al. 2021, Han et al. 2021）。働き

方や職場の変化している中で、ワーク・エンゲイジメントを高めるためにも、職務特性を踏

まえた職務設計が求められている。 
そこで、以下では、上述の先行研究を踏まえた上で、正社員のワーク・エンゲイジメント

がパフォーマンスに与える影響を実証的に確認した後、個人の資源に関するより豊富な変

数を用いた分析、職場の雰囲気、人材育成の方針や方法、職務特性がワーク・エンゲイジメ

ントに与える影響に関する分析を行う。 
 

4．データ 
独立行政法人経済産業研究所が 2019 年に実施した「全世代的な教育・訓練と認知・非認

知能力に関するインターネット調査」の個票データを用いる。この調査は、教育・訓練と能

力・スキルの関係の解明を目的として、調査会社が保有するモニターを対象として行われた

もので、日本国内に在住の全国 25 歳～59 歳の男女に対して、平成 29 年就業構造基本調

査（総務省統計局）を元に、性別（男女、2 区分）、年齢（5 歳刻み、7 区分）、地域（8 区
分）、学歴（大卒以上、大卒未満の 2 区分）、就業状態（有業、無業の 2 区分）の 448 セ
ルで割り付けて、有効回答数 6000 人を回収したタイミングで調査が打ち切られた。調査期

間は、2019 年 3 月 5 日から 3 月 7 日であった。 
このうち、本稿では、正社員に限定して 2286 人を分析対象とする。正社員とは、2018 年

12 月 1 日から 31 日の間の主な就業形態について、1.正社員、または、2.正社員（労働契約

等で職務、勤務地、労働時間のいずれかが限定されている）であり 3、かつ、雇用契約期間

に定めがない（定年退職するまで、または、定年退職はない）を選んだ人を指す。 
 表 1 に、本稿の分析で用いる変数の記述統計量を示す。サンプルにおける女性割合は

約 3 割であり、大学卒が 37.1％である。平均年齢は 42.4 歳であった。本調査では、ユトレ

ヒト・ワーク・エンゲイジメント尺度（Utrecht Work Engagement Scale（UWES）Schaufeli 
et al. 2019）を用いて、3 項目（「仕事をしていると、活力がみなぎるように感じる」「仕事

に熱心である」「仕事にのめり込んでいる」に対して、あてはまらない 1～あてはまる 5 の 
5 段階評価）の合計でワーク・エンゲイジメントを評価した。その平均値は 8.733 であっ

た。 
個人のアウトカムとして、時間当たり賃金と仕事満足度、企業のパフォーマンスの代理変

 
3 2249 人がいわゆる正社員、37 人が限定正社員に該当した。 
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数として、当該労働者の離職意向ダミー変数、組織市民行動（評価されなくても組織のため

になる行動を取る）を表すダミー変数を用いる。 
個人の資源として、パーソナリティ特性他の変数を用いる。まず、小塩他（2012）の方法

により、Big 5 を計測した。Big 5 は、外向性、協調性、勤勉性、情緒安定性、経験への開

放性の 5 つの特性で構成される。また、Rosenberg の Self-Esteem（以降、自尊感情、梅

垣 2006）、Rotter の Locus of Control（以降、統制の所在、鎌原他 1982）を用いる。Duckworth 
and Quinn (2009)が提示した Grit（以降、グリット）が高いほど、ワーク・エンゲイジメ

ントも高く（Suzuki  et al.2015）、賃金や仕事の満足度・やりがいが増加し、ストレスや

雇用不安が減少する（山本 2018）。 
また、Dohmen et al.(2009)の正と負の互恵性の尺度を用いる。正の互恵性とは、受けた

恩を返す、負の互恵性は、やられたらやり返すタイプの応報性を表す。認知内省テスト(The 
Cognitive Reflection Test ; CRT)を認知能力の尺度（Frederick, 2005）として、「学校で学

んだことや体験したこと」を、職業理解力の尺度として「自分の生活や周りの人たちの仕事

と結びつけて考える力」（西道 2009）を用いる。 
 

表 1．記述統計量 

 

変数 N数 平均 標準偏差 最小 最大

ワーク・エンゲイジメント

ワーク・エンゲイジメント 2286 8.733 2.627 3 15
個人属性

女性ダミー 2286 0.311 0.463 1 2
小中学校卒 2286 0.007 0.083 0 1
高校卒ダミー 2286 0.269 0.444 0 1
専門学校・短大卒ダミー 2286 0.263 0.441 0 1
高専卒ダミー 2286 0.027 0.161 0 1
大学卒ダミー 2286 0.375 0.484 0 1
大学院修士修了ダミー 2286 0.047 0.211 0 1
大学院博士修了ダミー 2286 0.012 0.110 0 1
年齢 2286 42.417 9.394 25 59

パフォーマンス

時間当たり賃金（円） 2101 2294.5 1317.8 137.4 8333.3
仕事満足度（不満=1～満足=11） 2286 6.223 2.264 1 11
転職意向ダミー 2286 0.190 0.392 0 1
組織市民行動（とらない=1～とる=5） 2286 3.202 0.948 1 5

パーソナリティ特性他

外向性 2286 3.888 1.269 1 7
協調性 2286 4.598 1.027 1 7
勤勉性 2286 3.941 1.139 1 7
情緒安定性 2286 3.895 1.072 1 7
開放性 2286 4.009 1.052 1 7
自尊感情 2286 3.026 0.583 1 5
統制の所在 2286 2.565 0.318 1.1 3.9
正の互恵性 2286 10.844 2.185 3 15
負の互恵性 2286 8.281 2.563 3 15
CRT 2286 0.175 0.263 0 1
職業理解力 2286 0.583 0.493 0 1

多様な働き方

残業がある 2286 0.537 0.499 0 1
配置転換や転勤がある 2286 0.280 0.449 0 1
業務の範囲が広い 2286 0.427 0.495 0 1
（期限のある）プロジェクト的な仕事である 2286 0.123 0.329 0 1
他人との調整があまりない 2286 0.150 0.357 0 1
組織のラインに組み込まれている（上司の決裁を仰いでいる） 2286 0.152 0.359 0 1
今より高いレベルのスキルを要する仕事を経験できる 2286 0.155 0.362 0 1
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表 1（続き）．記述統計量 

 
 
仕事の資源、ならびに、職場環境や雇用慣行の代理変数として、多様な働き方、職場風土、

人材育成、職務特性を用いる。多様な働き方の変数として、「残業がある」「配置転換や転勤

がある」などの働き方に該当する場合に 1、そうでない場合に 0 の値をとるダミー変数を作

成した。 
 職場風土を表す変数として、「人員がいつも不足している」「職場内で助け合う雰囲気があ

る」など、計 14 項目のダミー変数を用いる。人材育成・教育訓練の方法については、「会社

の理念や創業者の考え方を教えられた」「仕事を行う上での心構えを示された」など、計 17
項目のダミー変数を作成した。職務特性は、Hackman and Oldham（1980）の職務特性ス

コアを構成する 5 つの項目（技能多様性、タスク完結性、タスク重要性、自律性、フィード

バック）を用いた。 
 

変数 N数 平均 標準偏差 最小 最大

職場風土ダミー

人員がいつも不足している 2286 0.554 0.497 0 1
職場内で助け合う雰囲気がある 2286 0.369 0.483 0 1
職場内で互いに競争する雰囲気がある 2286 0.082 0.275 0 1
先輩が後輩を鍛える雰囲気がある 2286 0.160 0.366 0 1
職場の人がそろう機会が少ない 2286 0.219 0.413 0 1
経験する仕事の順番がはっきりしている 2286 0.079 0.270 0 1
仕事のできる人とできない人の差が大きい 2286 0.424 0.494 0 1
育児や介護などと仕事の両立がしやすい 2286 0.166 0.372 0 1
女性正社員が男性正社員と同じように活躍している 2286 0.245 0.430 0 1
上司や同僚などと相談しやすい雰囲気がある 2286 0.219 0.414 0 1
社員同士の職場外でのつきあいがある 2286 0.157 0.364 0 1
正社員と同様の仕事をする非正社員がいる 2286 0.211 0.408 0 1
なるべく残業をしないという雰囲気がある 2286 0.279 0.449 0 1
研修会などの仕事の知識やスキルを高める機会が多い 2286 0.129 0.336 0 1

人材育成・教育訓練の方法ダミー

会社の理念や創業者の考え方を教えられた 2286 0.300 0.458 0 1
仕事を行う上での心構えを示された 2286 0.316 0.465 0 1
会社の人材育成方針について説明があった 2286 0.188 0.391 0 1
自分自身の教育訓練計画を会社が作成した 2286 0.102 0.303 0 1
身につけるべき知識や能力が示された 2286 0.254 0.435 0 1
仕事のやり方を実際に見せてもらった 2286 0.373 0.484 0 1
段階的に高度な仕事を割り振られた 2286 0.182 0.386 0 1
仕事の幅を広げられた 2286 0.274 0.446 0 1
とにかく実践させてもらい、経験させられた 2286 0.410 0.492 0 1
仕事を振り返る機会を与えられた 2286 0.129 0.335 0 1
業務に関するマニュアルが配布された 2286 0.179 0.383 0 1
仕事について相談に乗ってもらったり助言を受けた 2286 0.230 0.421 0 1
目指すべき仕事や役割が示された 2286 0.179 0.383 0 1
専任の教育係をつけられた 2286 0.084 0.277 0 1
後輩の指導を任された 2286 0.219 0.414 0 1
今後の職業人生について会社に相談できた 2286 0.029 0.167 0 1
その他 2286 0.001 0.030 0 1

職務特性（1＝全く当てはまらない～5＝非常に当てはまるの5段階の変数）

単調ではなく、様々な仕事を担当した 2286 3.404 1.016 1 5
業務全体を理解して仕事をしていた 2286 3.565 0.903 1 5
社内外の他人に影響を与える仕事に従事していた 2286 3.186 1.011 1 5
自分で仕事のやり方を決めることができた 2286 3.393 0.991 1 5
自分の働きに対する正当な評価を得ていた 2286 3.000 0.995 1 5
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5. ワーク・エンゲイジメントとアウトカムの関係 
ワーク・エンゲイジメントで計測された仕事におけるポジティブな心理状態が観察され

ない生産性となって、仕事のパフォーマンスを高めているのかを検証する。ここでは、労働

者のアウトカムとして、時間当たり賃金と仕事満足度、企業のパフォーマンスを表す変数と

して、労働者の離職意向や組織市民行動のダミー変数を用いる。 
 

5.1 労働者のアウトカム：時間当たり賃金、仕事満足度 
まず、労働者の視点からみて、ワーク・エンゲイジメントを高めることが利益になるのか

を考えてみる。高いワーク・エンゲイジメントが生産性となって発揮されているのであれば、

それに対する報酬が支払われ、また、心理的な報酬としても、仕事満足度を高めることにつ

ながると考えられる 4。上記を踏まえここでは、ワーク・エンゲイジメントと賃金や仕事満

足度との相関を確認したい 5。 
そこで、年収を年労働時間で除して算出された時間当たり賃金、または、仕事満足度を被

説明変数とし、ワーク・エンゲイジメントを説明変数とする回帰分析を行う。推定方法は、

最小二乗法と最尤法（順序ロジットモデル）である。 
推定結果は表 2 の通りである。時間当たり賃金に関して、ワーク・エンゲイジメントの係

数は正で有意であり、ワーク・エンゲイジメントが高い人ほど、高い報酬を得ていることが

わかる。仕事満足度に対しても、ワーク・エンゲイジメントの係数は有意に正であり、ワー

ク・エンゲイジメントが高い人ほど、高い仕事満足度を得ていた。 
これらの結果は、ワーク・エンゲイジメントの向上は、時間当たり賃金や仕事満足度とい

った労働者の厚生を総じて高めることを示している。 
 
 
 
 
 
 
 

 
4 本稿では、心理的報酬として仕事満足度を想定しているが、産業心理学においては、収入は外発的動機

付けの手段として、ワーク・エンゲイジメントの規定要因の一つと考えられている。例えば、ホテル従業

員（Zeng, Zhou and Han 2009）、看護師（Simpson 2009）において、報酬とワーク・エンゲイジメント

との正の相関を示している。その一方で、Putra, Cho and Liu（2017）は、外発的動機付けと内発的動機

付けを同時に考慮した場合、内発的動機付けのみワーク・エンゲイジメントに相関することを示してい

る。精神的負担が生じやすい定型的業務では報酬などの外発的動機付けがモチベーションを高めるという

研究もある（Ariely, Bracha, and Meier 2009, Van Beek et al.2012）。厚生労働省（2019）では、39 歳以

下の正社員では、年収と成長実感や自己効力感との正の相関を見出しているが、総じて、年収とワーク・

エンゲイジメントとの相関がみられないことを示して、人件費の負担が厳しい企業においては、仕事のあ

り方や職場環境の工夫によってワーク・エンゲイジメントを改善できる可能性を示唆している。 
5 なお、相関は因果関係を明示するものではないことに留意が必要である。 
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表 2. ワーク・エンゲイジメントと時間当たり賃金・仕事満足度の関係 

  
注）コントロール変数として、（役職無しをベースとして）代表取締役・役員・顧問ダミー、部長級ダミ

ー、課長級ダミー、係長・主任級ダミー、職種ダミー（事務職をベースとして 11 区分）、業種ダミー

（製造業をベースに 18 区分）、都道府県ダミー（東京をベースに 46 区分） 

 
5.2 企業にとっての便益：転職の抑制、組織市民行動の促進 

次に、企業の視点から、ワーク・エンゲイジメントはどのような便益をもたらしているの

かをみてみよう。ここでは、2 つのアウトカム変数を取り上げる。一つは、転職意向である。

人手不足の状況下においては、事業を継続的に推進していくためには、従業員の定着が重要

となる。仕事上でのポジティブな心理状況は、転職意向の抑制につながると予想される。具

体的には、将来のキャリアについてどのような見通しや希望をもっていますかという問い

に対して、「転職する」を選択した場合に 1 の値、選択していない場合に 0 をとる転職意向

ダミー変数を用いる。 
もう一つは、組織市民行動に関する変数である。組織市民行動とは「自由裁量的で、公式

的な報酬体系では直接的ないし明示的には認識されないものであるが、それが集積するこ

とで組織の効率的および友好的機能を促進する個人的行動」（Organ 1988, Organ et al. 

時間当たり賃金 仕事満足度

説明変数 最小二乗法 順序ロジットモデル

ワーク・エンゲイジメント 22.6026** 0.2971***
(9.351) (0.016)

女性ダミー -229.1336*** 0.3850***
(61.872) (0.098)

小中学校卒 85.5490 -0.3835
(292.813) (0.431)

高校卒ダミー -202.7102*** -0.3176***
(66.928) (0.105)

専門学校・短大卒ダミー -289.1691*** -0.2170**
(64.755) (0.101)

高専卒ダミー -304.4081** 0.1098
(151.000) (0.248)

大学院修士修了ダミー 265.1884** -0.0689
(122.867) (0.190)

大学院博士修了ダミー 619.1290*** -0.1584
(220.732) (0.364)

年齢 41.5038* -0.0612
(24.486) (0.039)

年齢2乗 -0.3362 0.0006
(0.290) (0.000)

勤続年数 13.5034*** 0.0084*
(3.139) (0.005)

企業規模 0.1346*** 0.0000
(0.016) (0.000)

定数項 816.2996
(514.851)

サンプルサイズ 2,101 2,286
R-squared 0.356 N/A
括弧内は標準誤差
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1
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2006）のことをいう。ここでは、「評価されなくても組織のためになる行動をする」に対し

て、「当てはまらない＝1、どちらかというと当てはまらない＝2、どちらともいえない＝3、
どちらかというと当てはまる＝4、非常に当てはまる＝5 の 5 段階で回答を変数として用い

る。無償かつ任意に行う他者支援の役割外行動として定義される組織市民行動のうち、無償

性と他者支援が強調された設問といえる。 
転職意向と組織市民行動を被説明変数として、プロビットモデルと順序ロジットモデル

でそれぞれ推定した結果は、表 3 の通りである。ワーク・エンゲイジメントが高い人ほど、

転職意向をもたず、組織市民行動をとることが統計的に有意に示されている。厚生労働省

（2019）でも、ワーク・エンゲイジメントと役割外パフォーマンスに関する認識（指示・命

令がなくても、他の従業員に対して、積極的に支援している）の正の関係が示されている。

ワーク・エンゲイジメントを高めることで、企業には、従業員の離職を抑制し、組織の機能

を高める行動を促進するという便益が生じていることがわかった。 
 このように、ワーク・エンゲイジメントの向上によって、個人と企業の双方に便益がもた

らされるといえる。 
 

表 3. ワーク・エンゲイジメントと転職意向、組織市民行動の関係 

  
注）コントロール変数として、（役職無しをベースとして）代表取締役・役員・顧問ダミー、部長級ダ

転職意向 組織市民行動

説明変数 プロビットモデル 順序ロジットモデル

ワーク・エンゲイジメント -0.0984*** 0.2252***
(0.013) (0.017)

女性ダミー 0.1978** 0.1121
(0.081) (0.102)

小中学校卒 -0.0934 0.3056
(0.455) (0.485)

高校卒ダミー -0.0539 -0.0460
(0.092) (0.109)

専門学校・短大卒ダミー -0.1063 -0.0597
(0.088) (0.108)

高専卒ダミー -0.1006 -0.0462
(0.221) (0.254)

大学院修士修了ダミー 0.0210 0.0762
(0.169) (0.202)

大学院博士修了ダミー -0.0868 0.1494
(0.342) (0.396)

年齢 -0.0288 0.0517
(0.034) (0.041)

年齢2乗 0.0001 -0.0004
(0.000) (0.000)

勤続年数 -0.0131*** -0.0033
(0.005) (0.005)

企業規模 -0.0001*** -0.0000
(0.000) (0.000)

定数項 1.1928*
(0.701)

サンプルサイズ 2,283 2,286

括弧内は標準誤差
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1
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ミー、課長級ダミー、係長・主任級ダミー、職種ダミー（事務職をベースとして 11 区分）、業種ダミー

（製造業をベースに 18 区分）、都道府県ダミー（東京をベースに 46 区分） 

 
6. ワーク・エンゲイジメントの先行要因 
 では、ワーク・エンゲイジメントを高めるにはどうすればよいだろうか。第 2 章でみたよ

うに、ワーク・エンゲイジメントは、個人と仕事の両面から規定される。これを踏まえて、

本稿では、個人属性を統制した上で、どのような施策がワーク・エンゲイジメントを増進さ

せるのかについて議論する。 
 
6.1 個人属性・性格特性 
 はじめに、個人属性や性格特性でワーク・エンゲイジメントを説明する。先行研究による

と、外向性や勤勉性がワーク・エンゲイジメントと正の相関をもつ 6。自尊感情については、

組織内自尊感情とワーク・エンゲイジメントの正の相関が知られている（松田・石川 2012）。
内的な統制の所在は、仕事のモチベーション、仕事への巻き込み、自己効力感を高めるとさ

れている（Ng, Sorensen and Eby 2006）。互恵性については、Xanthopoulou et al.（2009）
によると、ワーク・エンゲイジメントに関係する個人の資源と仕事の資源は互酬的な関係に

あるという。 
 本稿の推定結果は表 4 の通りである。ワーク・エンゲイジメントの規定要因について、個

人属性をみると、大卒に比べて、小中学校卒、あるいは、大学院卒のワーク・ワークエンゲ

イジメントが高い。 
Big 5 については、外向性、勤勉性、開放性がワーク・エンゲイジメントと正の相関をも

ち、先行研究の一部と整合的な結果であった 7。自尊感情や統制の所在についても、ワーク・

エンゲイジメントと概ね正の相関が確認できた。互恵性については、正の互恵性のみ、ワー

ク・エンゲイジメントと正に関係していた。 
 認知内省テスト（CRT)の尺度）の係数は、ワーク・エンゲイジメントに対して有意に負

であった 8。また、職業理解力を有する人ほど、ワーク・エンゲイジメントが高かった 9。 
 

6 ワーク・エンゲイジメントと Big Five の関連について、Wollard and Shuck(2011)は、開放性と外向性

が従業員エンゲイジメントと関連することを示している。また、Langlaan，Bakker，van Dooren and 
Schaufeli(2006)では、外向性と神経症傾向のみが取り上げて、ワーク・エンゲイジメントとは、外向性が

正の、神経症傾向が負の相関を示していた。 Mostert and Rothmann(2006)は外向性、開放性、勤勉性を

取り上げ、その全てがワーク・エンゲイジメントと正の相関を示していた。Halbesleben，Harvey and 
Bolino (2009)は勤勉性のみ取り上げて正の相関を確認している。Kim，Shin and Swanger (2009)は５因

子全てを取り上げたが、勤勉性のみ正の相関を確認している。さらに、設楽（2012）は、学校教師のワー

ク・エンゲイジメントには勤勉性と開放性から正の相関が見られ、一般就労者のワーク・エンゲイジメン

トには、外向性からのみ正の相関がみられている。 
7 先行研究（設楽 2012 など）にならい、パーソナリティ特性の変数は標準化せず、数値をそのまま分析

に利用した。 
8 CRT はヒューリスティックな（倹約的な）情報処理から生じる推論のエラー傾向を測定する尺度である

ことに鑑みると、合理的な思考を持つ人ほど、ワーク・エンゲイジメントの高い状態になりにくいことを

示唆している。 
9 職業理解力は、自身の仕事をメタ認知したり、仕事を意味あるものに変えたりすること（ジョブ・クラ
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表 4．ワーク・エンゲイジメントの先行要因：個人属性 

  
コントロール変数として、勤続年数、企業規模、（役職無しをベースとして）代表取締役・役

員・顧問ダミー、部長級ダミー、課長級ダミー、係長・主任級ダミーを用いた。 

 
フティング）にも通じると考えられる。 

ワーク・エンゲイジメント

個人属性

女性ダミー -0.0120
(0.091)

小中学校卒ダミー 0.9451**
(0.436)

高校卒ダミー 0.0669
(0.098)

専門学校・短大卒ダミー 0.1029
(0.099)

高専卒ダミー 0.2493
(0.229)

大学院修士修了ダミー 0.4921***
(0.190)

大学院博士修了ダミー 0.4475
(0.350)

年齢 -0.0084
(0.038)

年齢2乗 0.0002
(0.000)

外向性 0.1725***
(0.036)

協調性 0.0259
(0.043)

勤勉性 0.0809**
(0.039)

情緒安定性 -0.0143
(0.044)

開放性 0.0897**
(0.043)

自尊感情 0.3501***
(0.091)

統制の所在 1.1602***
(0.145)

正の互恵性 0.0597***
(0.020)

負の互恵性 0.0077
(0.017)

CRT -0.3027**
(0.148)

職業理解力 0.4734***
(0.080)

サンプルサイズ 2,286
括弧内は標準誤差
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1
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6.2 多様な働き方 
 次に、個人属性、性格特性、業種、職種などをコントロール変数として、ワーク・エンゲ

イジメントの向上につながる方策を識別していく。はじめに、多様な働き方とワーク・エン

ゲイジメントの関係を分析する。 
 多様な働き方を表すダミー変数として、「残業がある」から「今より高いレベルのスキル

を要する仕事を経験できる」までの 7 つの変数を用いる。ワーク・エンゲイジメントと働き

方の関係を分析した先行研究として、厚生労働省（2019）が挙げられるが、本稿はパーソナ

リティ特性などでコントロールしている点で大きく異なる。 
 いわゆる正社員（残業がある、配置転換や転勤がある、業務の範囲が広い）に対して、こ

れらの一部に制約を設けた多様な働き方を望む正社員もいる。長時間労働や転勤・異動を厭

わない働き方をしてきた正社員において、これらに制約をおくことで、ワーク・エンゲイジ

メントはどう違ってくるのだろうか。 
  

表 5．ワーク・エンゲイジメントの先行要因：多様な働き方 

 
注）コントロール変数として、女性ダミー、（大学卒をベースとして）小中学校卒ダミー、高校卒ダミー、

専門学校・短大卒ダミー、高専卒ダミー、大学院修士修了ダミー、大学院博士修了ダミー、年齢、年齢 2

乗、勤続年数、企業規模、（役職無しをベースとして）代表取締役・役員・顧問ダミー、部長級ダミー、課

長級ダミー、係長・主任級ダミー、外向性、協調性、勤勉性、情緒安定性、開放性、自尊感情、統制の所

在、正の互恵性、負の互恵性、CRT、職業理解力を用いた。 

 
 推定結果は、表 5 の通りである。「残業がある」「業務の範囲が広い」の係数は正に、「他

人との調整があまりない」の係数は負であった。職場にいる時間が長く、業務や人間関係に

深く関与するほど、ワーク・エンゲイジメントが高い 10。「今より高いレベルのスキルを要

 
10 ただし、厚生労働省（2019）のワーク・エンゲイジメント・スコア（5 点満点）をみると、いわゆる

ワーク・エンゲイジメント

多様な働き方

残業がある 0.1340*
(0.079)

配置転換や転勤がある -0.0374
(0.093)

業務の範囲が広い 0.2473***
(0.083)

（期限のある）プロジェクト的な仕事である 0.1282
(0.126)

他人との調整があまりない -0.2547**
(0.109)

組織のラインに組み込まれている（上司の決裁を仰いでいる） -0.3859***
(0.113)

今より高いレベルのスキルを要する仕事を経験できる 0.7499***
(0.114)

Observations 2,286
括弧内は標準誤差
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1



 

13 
 

する仕事を経験できる」ことは、ワーク・エンゲイジメントを向上させる 11。一方、「組織

のラインに組み込まれている（上司の決裁を仰いでいる）」の係数は有意に負であった。 
 
6.3 職場の雰囲気 
職場の雰囲気に関する情報を説明変数に追加して推定した（表 6）。先行研究における仕

事の資源に該当する、上司や同僚のサポートに類する変数は、ワーク・エンゲイジメントと

正の相関をもつことが予想される（Organ et al .2006）。 
 

表 6．ワーク・エンゲイジメントの先行要因：職場の雰囲気 

  
注）コントロール変数として、女性ダミー、（大学卒をベースとして）小中学校卒ダミー、高校卒ダミー、

専門学校・短大卒ダミー、高専卒ダミー、大学院修士修了ダミー、大学院博士修了ダミー、年齢、年齢 2

 
正社員が 3.41 である一方で、限定正社員は 3.51 と高く、とくに労働時間等（「所定内労働時間が短縮さ

れている」「残業が制限されている」「出勤日数が短縮されている」のいずれか（複数該当も含む。）に該

当）の限定正社員が 3.55 と最も高かった。労働時間等が限定されている正社員は、職務時間内で業務を

効率的に進めようとする意識が醸成されているのではないかと考察している。 
11 厚生労働省（2019）では、「仕事を通じて、成長できている」「自己効力感（仕事への自信）が高い」

「勤め先企業でどのようにキャリアを築いていくか、キャリア展望が明確になっている」等、これらの認

識を持つ頻度の高さとワーク・エンゲイジメント・スコアには、正の相関があることが確認されている。 

ワーク・エンゲイジメント

職場の雰囲気

人員がいつも不足している -0.1479*
(0.079)

職場内で助け合う雰囲気がある 0.2928***
(0.089)

職場内で互いに競争する雰囲気がある 0.1411
(0.143)

先輩が後輩を鍛える雰囲気がある -0.0554
(0.115)

職場の人がそろう機会が少ない -0.0684
(0.097)

経験する仕事の順番がはっきりしている 0.1893
(0.147)

仕事のできる人とできない人の差が大きい -0.2755***
(0.083)

育児や介護などと仕事の両立がしやすい -0.0441
(0.116)

女性正社員が男性正社員と同じように活躍している 0.0039
(0.104)

上司や同僚などと相談しやすい雰囲気がある 0.4273***
(0.112)

社員同士の職場外でのつきあいがある 0.0100
(0.119)

正社員と同様の仕事をする非正社員がいる -0.1584
(0.104)

なるべく残業をしないという雰囲気がある -0.0473
(0.093)

研修会などの仕事の知識やスキルを高める機会が多い 0.1736
(0.129)

サンプルサイズ 2,286
括弧内は標準誤差
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1
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乗、勤続年数、企業規模、（役職無しをベースとして）代表取締役・役員・顧問ダミー、部長級ダミー、課

長級ダミー、係長・主任級ダミー、外向性、協調性、勤勉性、情緒安定性、開放性、自尊感情、統制の所

在、正の互恵性、負の互恵性、CRT、職業理解力を用いた。 

 
表 6 によると、職場内で助け合う雰囲気や上司や同僚などと相談しやすい雰囲気は、ワ

ーク・エンゲイジメントと正の相関があり、Organ et al .（2006）が示すサポートと整合的

である。その一方で、人員がいつも不足していることや仕事のできる人とできない人の差が

大きいことは、ワーク・エンゲイジメントと負の相関をもっていた。 
 
6.4 職務特性 
 仕事のモチベーションに関わるといわれる職務特性スコア（Hackman and Oldham 1980）
とワーク・エンゲイジメントの関係をみてみよう。 
 職務特性スコアとは、5 つの要素（①技能多様性、②タスク完結性、③タスク重要性、④

自律性、⑤フィードバックからなり、労働者は、①②③を通じて、仕事の意義を理解し、④

で結果に対する責任を持つようになり、⑤によって、成果に関する知識を豊かにすると考え

られる。職務特性は仕事の意義とワーク・エンゲイジメントを媒介し（Albrecht et al. 2021, 
Han et al. 2021）、正の相関をもつ（Prameswari 2019）と予想される。 
 推定結果をみると（表７）、どの要素もワーク・エンゲイジメントと正の相関をもつこと

が確認できた。 
 

表 7．ワーク・エンゲイジメントの先行要因：職務特性 

 

注）コントロール変数として、女性ダミー、（大学卒をベースとして）小中学校卒ダミー、高校卒ダミー、

専門学校・短大卒ダミー、高専卒ダミー、大学院修士修了ダミー、大学院博士修了ダミー、年齢、年齢 2

乗、勤続年数、企業規模、（役職無しをベースとして）代表取締役・役員・顧問ダミー、部長級ダミー、課

長級ダミー、係長・主任級ダミー、外向性、協調性、勤勉性、情緒安定性、開放性、自尊感情、統制の所

在、正の互恵性、負の互恵性、CRT、職業理解力を用いた。 

ワーク・エンゲイジメント

職務特性

単調ではなく、様々な仕事を担当した 0.3086***
(0.049)

業務全体を理解して仕事をしていた 0.2346***
(0.056)

社内外の他人に影響を与える仕事に従事していた 0.2364***
(0.048)

自分で仕事のやり方を決めることができた 0.2394***
(0.050)

自分の働きに対する正当な評価を得ていた 0.8535***
(0.047)

サンプルサイズ 2,286
括弧内は標準誤差
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1
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6.5 人材育成・教育訓練の方法 
 表 5 で、スキルアップの機会がワーク・エンゲイジメントと正の相関をもっていたが、で

は、具体的にはどのような方策が望ましいのか。本稿では、フォーマルな人材育成・教育訓

練に限定せず（厚生労働省 2019）12、やり方や教え方といった教授法のレベルでの分析を

試みた。具体的には、心構え、助言、手本を示すなどである。 
  

表 8．ワーク・エンゲイジメントの先行要因：人材育成・教育訓練の方法 

  
注）コントロール変数として、女性ダミー、（大学卒をベースとして）小中学校卒ダミー、高校卒ダミー、専門

学校・短大卒ダミー、高専卒ダミー、大学院修士修了ダミー、大学院博士修了ダミー、年齢、年齢 2 乗、勤続

年数、企業規模、（役職無しをベースとして）代表取締役・役員・顧問ダミー、部長級ダミー、課長級ダミー、

係長・主任級ダミー、外向性、協調性、勤勉性、情緒安定性、開放性、自尊感情、統制の所在、正の互恵性、

負の互恵性、CRT、職業理解力を用いた。 

 
12 厚生労働省（2019）では、「指導役や教育係の配置（メンター制度等）」「キャリアコンサルティング等

による将来展望の明確化」「企業としての人材育成方針・計画の策定」などの人材育成の実施率が高いほ

ど、ワーク・エンゲイジメント・スコアが高いという正の相関が確認されている。 

ワーク・エンゲイジメント

人材育成・教育訓練の方法

会社の理念や創業者の考え方を教えられた 0.0877
(0.091)

仕事を行う上での心構えを示された 0.2203**
(0.092)

会社の人材育成方針について説明があった -0.0286
(0.114)

自分自身の教育訓練計画を会社が作成した 0.0563
(0.143)

身につけるべき知識や能力が示された 0.1607
(0.100)

仕事のやり方を実際に見せてもらった -0.0520
(0.093)

段階的に高度な仕事を割り振られた -0.0159
(0.116)

仕事の幅を広げられた 0.2083**
(0.100)

とにかく実践させてもらい、経験させられた -0.0334
(0.092)

仕事を振り返る機会を与えられた 0.2869**
(0.134)

業務に関するマニュアルが配布された -0.0651
(0.113)

仕事について相談に乗ってもらったり助言を受けた 0.3065***
(0.113)

目指すべき仕事や役割が示された 0.3006**
(0.118)

専任の教育係をつけられた -0.2983*
(0.159)

後輩の指導を任された -0.1816*
(0.104)

今後の職業人生について会社に相談できた 0.5444**
(0.246)

その他 1.9840
(1.612)

サンプルサイズ 2,286
括弧内は標準誤差
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1
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 推定結果は、表 9 の通りであった。ワーク・エンゲイジメントと正の相関をもつものは、

「仕事を行う上での心構えを示された」「仕事の幅を広げられた」「仕事を振り返る機会を与

えられた」「仕事について相談に乗ってもらったり助言を受けた」「目指すべき仕事や役割が

示された」「今後の職業人生について会社に相談できた」であった。 
 

7. 分析結果から得られた人事・雇用管理施策へのインプリケーション 
 労働者に高い賃金と仕事満足度をもたらし（表 2）、企業においては、従業員の転職意向

を抑制し、組織市民行動を促す（表 3）ことが期待できるワーク・エンゲイジメントに関し

て、その先行要因に関する分析から考えられる人事・雇用管理施策へのインプリケーション

を述べる。 
 
（1）個人の資質に対する配慮 
 ワーク・エンゲイジメントは、個人属性や性格特性に規定される面がある（表 4）。外向

性、勤勉性、開放性がある人ほど、ワーク・エンゲイジメントが高い。自尊感情や統制の所

在、正の互恵性もワーク・エンゲイジメントと正の相関をもつ。従業員のワーク・エンゲイ

ジメントの向上を目指す場合、採用や配置において、個々の従業員の性格特性とワーク・エ

ンゲイジメントの関係を考慮する必要があるだろう 1314。 
 
（2）スキル形成、人と関わる機会の提供 

今よりも高いレベルのスキルを要する仕事を経験できる（表 5）や、他者との密接なイン

タラクションがある仕事（「他人との調整があまりない」の係数が負）ほど、ワーク・エン

ゲイジメントが高い。他者との調整を行いつつ、成長機会が確保されるような環境が重要と

なろう。 
 
（3）労働時間管理 

残業があるなど長時間労働はワーク・エンゲイジメントを高める効果がある（表 5）。し

かし、本人意思であっても、ワーカホリックにもとづく長時間労働は健康を損ねるおそれが

あり（藤本 2013）、ワーク・エンゲイジメントを高める手法としては言うまでもなく適切で

はない。 
 
 

 
13 性格特性の異質性を考慮した人材管理は、本人の性格特性の発揮の面で重要であるが、性格特性による

区別が行き過ぎれば、人材管理上のバイアスや資源配分の歪みをもたらすおそれがあることに留意する必

要がある。 
14 職業や仕事から性格特性に与える長期的な影響もありえる。Kohn and Schooler（1983）や吉川

（2007）は、長期的なパネル調査を用いて、職業がパーソナリティを形成することに示している。 
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（4）自律的な働き方の実践 
働き方において、組織のラインに組み込まれている（上司の決裁を仰いでいる）ことはワ

ーク・エンゲイジメントに対して有意に負であり（表 5）、「自分で仕事のやり方を決めるこ

とができた（表 7）」の係数は正であった。自律的に判断して仕事を進めることがワーク・

エンゲイジメントの向上につながるといえる。 
 
（5）人員の確保と仕事の適切な割り振り 
「人員がいつも不足している」「仕事のできる人とできない人の差が大きい」ことは、ワー

ク・エンゲイジメントと有意に負の関係があった（表 6）。また、職務特性スコアのうち、

正当な評価に代理されるフィードバックは、ワーク・エンゲイジメントに正に働いていた。

業務の負荷に対して適正な人員を確保することや仕事の適切な割り振りやフィードバック

によって従業員の公正観を満たすことは、ワーク・エンゲイジメントの向上において重要で

ある 15。 
 
（6）多様化する働き方の中で相談・助言の機会を確保する 

仕事の資源である上司・同僚のサポートのうち、「仕事について相談に乗ってもらったり

助言を受けた」「今後の職業人生について会社に相談できた」人ほど、ワーク・エンゲイジ

メントが高かった（表 9）。相談や助言を通じて、情緒的なつながりを強化していると推察

される。労働時間や業務範囲などに制約のある多様な働き方をする労働者は、相対的にみて、

仕事上での接点が少なくなる。この点に留意して、相談や助言の機会を意図的に設ける必要

があるだろう。 
 
8. おわりに 
 本稿では、経済産業研究所が実施した WEB アンケート調査の個票データを用いて、正社

員のワーク・エンゲイジメントの規定要因について実証的に分析した。具体的には、正社員

に分析対象を限定して、これまでの研究では十分に考慮されていなかった、パーソナリティ

特性をはじめとする個人の資質に関する豊富な変数、多様な働き方、職場の雰囲気や人材育

成のやり方、職務特性の変数を含んだ分析を行った。 
 はじめに、ワーク・エンゲイジメントが時間当たり賃金や仕事満足度を高めたり、離職を

抑制し、組織市民行動を促したりすることを確認した。その上で、外向性、勤勉性、開放性

が高い人、自尊感情や統制の所在、正の互恵性をもつ人ほど、ワーク・エンゲイジメントが

高く、ワーク・エンゲイジメントが個人属性や性格特性に規定されることが明らかとなった。  
また、残業があり、業務範囲が広い仕事、人と関わる仕事、スキルを高められる仕事、あ

 
15 厚生労働省（2019）は、非正規雇用労働者であって、自分と同様の働き方をしている正規雇用労働者

への評価と比較し、自分の働き方に対する評価が公正だと感じた人は、同評価が不合理だと感じた人と比

較し、ワーク・エンゲイジメントの高い状態にあると回答した者の割合が高いことを示している。 
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るいは、自律的かつ相談できる働き方が、ワーク・エンゲイジメントを高めて、公正な仕事

の割り振りや人的サポートの有無がワーク・エンゲイジメントを左右した。モチベーション

を高めるとされる職務特性（技能多様性、タスク重要性など）の多寡が、ワーク・エンゲイ

ジメントの向上につながっていた。 
 本稿では、正社員におけるワーク・エンゲイジメントの先行要因を分析したが、正社員側

の認識だけでなく、企業側の具体的な取り組みなどをマッチングさせた分析もワーク・エン

ゲイジメントの向上のための企業の施策を考える上で有益だろう 16。また、ワーク・エンゲ

イジメントの後続要因（効果）として、賃金や仕事満足度に与える場合、因果関係を識別す

る必要があるだろう。これらの論点については、今後の課題としたい。 
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